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（凡 例） 

〈法令等の略称〉 

本文中の解説の根拠となる法令等を（ ）内に表記する場合には次の略称を用いる。 

また、条数は「１・２・３」、項数は「①・②・③」、号数は「一・二・三」で表示する。 

 

「通則」・・・・・・・・・国税通則法 「消法」・・・・・・・・・消費税法 

「通則令」・・・・・・・国税通則法施行令 

「所法」・・・・・・・・・所得税法 

「消令」・・・・・・・・・消費税法施行令 

「消基通」・・・・・・・消費税法基本通達 

「所令」・・・・・・・・・所得税法施行令  「地法」・・・・・・・・・地方税法 

「所基通」・・・・・・・所得税基本通達 

「法法」・・・・・・・・・法人税法  

「法令」・・・・・・・・・法人税法施行令 

「法規」・・・・・・・・・法人税法施行規則 

「地令」・・・・・・・・・地方税法施行令 

「地法附則」・・・・・地方税法附則 

「地令附則」・・・・・地方税法施行令附則 

「措法」・・・・・・・・・租税特別措置法 

「法基通」・・・・・・・法人税基本通達 「措令」・・・・・・・・・租税特別措置法施行令 

「相法」・・・・・・・・・相続税法 「耐令」・・・・・・・・・減価償却資産の耐用年数等に関する省令 

「相基通」・・・・・・・相続税法基本通達  

「財基通」・・・・・・・財産評価基本通達  

 
 



 
 
 

Ⅰ．はじめに 

平成２６年１２月３０日に決定した自由民主党、公明党の平成２７年度税制改正大綱で

は平成２７年１０月に予定していた消費税率１０％への引き上げを平成２９年４月に延期

するとともに軽減税率を導入を目指して具体的な検討を進めることになった。さらに、平

成２７年度から法人税改革に着手し課税ベースの拡大等により財源を確保しつつ２７年度

において法人実効税率を 2.51％引き下げ、さらに平成２８年度以降の税制改正においても

20％台まで引き下げることを目指すこととしている。 

平成２７年度においては中小法人への影響に配慮して、大法人を中心に改革が行われる

が、平成２８年度以降の税制改正において「減価償却の定額法への一本化」「法人事業税

の損金不算入化」「中小法人における軽減税率、欠損金の繰越控除限度、留保金課税、事

業税の外形標準課税」などについて検討をすることとされている。 

日本税理士会連合会は平成２７年度の建議において「消費税の単一税率を維持すること」

「事業税の外形標準課税は中小企業に導入しないこと」「法人税の欠損金の控除限度額を

一律に縮減しないこと」という三点を重要建議項目として掲げており、平成２８年度改正

においても引き続き強く要望するものである。また、減価償却については単純に定額法へ

一本化するのではなく、中小企業の財務状況などにも配慮するとともに現行の定率法が３

種類の複雑な計算になっていることも含めて検討するべきである。 

私たち税理士は、税務に関する専門家として独立した公正な立場において申告納税制度

の理念にそって納税義務者の信頼に応え租税に関する法令に規定された納税義務の適正な

実現を図ることを使命としている。 

この建議書は、税理士としての使命を達成するために税理士会として公平かつ合理的な

税制の確立と申告納税制度の維持発展を目指し作成したものである。 

 

Ⅱ．基本的な考え方について 

  税理士法第４９条の１１（建議等）において「税理士会は、税務行政その他租税又は税理士

に関する制度について、権限のある官公署に建議し、又はその諮問に答申することができ

る。」と規定されている。この規定に基づき、関東信越税理士会（以下「本会」という）では、

公平かつ合理的な税制の確立と申告納税制度の維持・発展を目的として、税制改正及び税務行

政に関する建議書を作成し、所管の官公署に対して建議している。 

  なお、建議書は下記の観点に基づき作成している。 

  ① 公平な税負担 

  ② 必要最小限の事務負担 
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  ③ 透明な税務行政 

  ④ 時代に適合する税制 

  ⑤ 理解と納得のできる税制 

 

Ⅲ．建議書の構成と概要 

「本会」の建議項目は、所属する会員から毎年９月末日をめどに意見収集し、提出された意

見を基にして本会調査研究部において取りまとめを行い、理事会における審議を経て公表して

いる。なお、「税制改正大綱」等に取り上げられた項目や詳細な検討の上で新たな意見形成が

必要な項目については、建議書への掲載を見合わせている。 

平成２８年度税制及び税務行政に関する要望として会員より１２２項目の意見が提出され、

そのうち５４項目を建議書にとりまとめ、「税制に関する建議－５２項目」、「税務行政に関

する建議－２項目」に大別した上で税制に関しては各税目ごとに分類している。 

  平成２８年度における改正要望５４項目の概要は以下のとおりである。 

 

「税制に関する建議－５２項目」 

一 国税通則法関係（４項目） 

１ 納税者憲章を早期に成立させること 

２ 中小企業に限り法人税の延納制度を創設すること 

３ 延滞税の課税について検討すること（新規） 

４ 源泉所得税にかかる不納付加算税を廃止すること（新規） 

 

二 所得税法関係（１６項目） 

１ 上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除期間を延長すること 

２ 土地等の譲渡損失の損益通算及び繰越控除を認めること 

３ 青色申告の純損失の繰越控除期間を相当期間延長すること 

４ 不動産所得に係る損益通算制度の特例を廃止すること 

５ 準確定申告の申告期限を見直すこと 

６ 事業から対価を受ける親族がある場合の必要経費の特例を廃止すること 

７ 源泉所得税の納期限を支払月の翌月月末に変更すること 

８ 年末調整制度を廃止し、確定申告を原則にすること 

９ 年少扶養親族に対する所得控除を復活させること 

10 所得控除における雑損控除の順序を見直すこと 
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11 寡婦控除及び寡夫控除の適用範囲、適用要件を見直すこと 

12 復興特別所得税を見直すこと 

13 社会保険診療報酬の所得計算の特例を廃止すること 

14 医療費控除を廃止することを前提とし適用要件を見直すこと（新規） 

15 勤労学生控除の枠を拡大し基準額を引き上げること（新規） 

16 配偶者（特別）控除を廃止すると同時に、基礎控除を引き上げること（新規） 

 

三 法人税法関係（５項目） 

１ 役員給与損金算入規定等について見直すこと 

２ 退職給付引当金、賞与引当金の損金算入制度を創設すること 

３ 特定同族会社の特別税率の規定を廃止すること 

４ 公益法人の収益事業の範囲について見直すこと（新規） 

５ 民事再生等について債務免除益の課税繰延制度を創設すること（新規） 

 

四 所得税法・法人税法共通関係（３項目） 

１ 少額減価償却資産の取得価額基準額を引き上げること 

２ 電話加入権について減損又は減価償却による損金算入を認めること 

３ 雇用促進税制の計画書の提出期限を６ヶ月程度にすること 

 

五 相続税法関係（５項目） 

１ 相続税の課税方式を純粋な遺産取得税方式に改めること 

２ 連帯納付義務の制度を廃止すること 

３ 法定耐用年数を経過した家屋及び敷地（宅地）等の評価減を設けること（新規） 

４ 取引相場のない株式等の評価の適正化を図ること（新規） 

５ 財産評価基準に土砂災害防止法に基づく「土砂災害特別警戒区域」及び「土砂災害警 

戒区域」について土地の評価減の基準を明らかにすること（新規） 

 

六 消費税法関係（６項目） 

１ 消費税率は単一税率を維持すること（新規） 

２ 納税義務の免除制度を廃止し、すべての事業者を課税事業者とすること 

３ 消費税届出書及び申請書の提出期限を見直すこと 

４ 中間申告を年３回又は年１１回の選択ができるようにすること 
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５ 消費税法に申告期限の延長の特例を設けること 

６ 簡易課税制度のみなし仕入率を引き下げ、設備投資に対する別枠での控除を認め 

ること（新規） 

 

七 その他の国税関係（３項目） 

   １ 印紙税を廃止すること 

   ２ 土地及び建物の所有権移転登記の税率を 1,000分の 4に統一すること（新規） 

３ 揮発油税及び地方揮発油税（ガソリン税）を廃止すること（新規） 

 

八 地方税法関係（１０項目） 

１ 事業税の外形標準課税は中小企業には導入しないこと（新規） 

２ 公的年金等について所得税と同様に住民税に申告不要制度を創設すること 

３ 住民税における所得控除金額を所得税における控除額と同額にすること 

４ 個人事業税の事業主控除額及び対象事業を見直すこと 

５ 事業所税を廃止すること 

６ ゴルフ場利用税を廃止すること 

７ 普通徴収の回数を年４回から年８回程度に増やすこと 

８ 土地家屋の評価証明書の取得を税理士の職権で請求できるようにすること（新規） 

９ 少額減価償却資産の取得価額基準を引き上げること 

10 事業廃止の個人事業税の申告期限を所得税の申告期限と統一すること（新規） 

 

「税務行政に関する建議－２項目」 

１ 税務署に提出した書類の閲覧及び謄写に関する規定を整備すること 

２ e-TAXとｅＬＴＡＸの電子申告・電子納税環境の一層の整備を図ること 
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Ⅳ．税制に関する建議内容 

一 国税通則法関係 

１ 納税者憲章を早期に成立させること 

（理由及び意見） 

    納税者の権利及び義務を明確化するため、早期成立を要望する。 

憲法第３０条に「納税の義務」が規定されている。また、憲法前文には「国民主権」

が謳われている。納税者である国民には義務もあれば当然に権利がある。 

納税手続きについても然り、納税者憲章とは権利だけではなく義務も規定するもの

である。わが国の税制は行政側の視点に立った規定しかなく国民である納税者の視点

に立っていない。 

欧米諸国や韓国などにも納税者の権利義務を規定した制度があるにもかかわらず、

先進国である日本にいまだ制定されていないことは税務行政上大きな問題であり、社

会保障と税の共通番号などの論議とは関係なく早期に成立させるべきである。 

 

２ 中小企業に限り法人税の延納制度を創設すること（通則６４） 

（理由及び意見） 

法人税は、法人の所得に対して課税する税であるが、資金的余裕の乏しい中小法人につ

いては、所得があったからと言って十分な納税資金があるとは限らない。個人事業と変わ

らない事業規模の中小法人も多く、所得税の延納制度と同様の制度をもうけることにより、

中小法人の納税環境を改善すべきである。 

 

３ 延滞税の課税について検討すること 

（理由及び意見） 

延滞税の割合は抜本的に見直された。しかし、納税者が小切手等を提供することにより

納付委託（国税通則法 55①三）が行われた場合や、振替納税を選択していた納税者が納期

限から振替納税されるまでの間に死亡したことに伴い振替納税ができなくなった場合（同

34の 2②）などについては、通常の場合の延滞税の割合と同じ割合が適用されることとな

る。これらの場合の延滞税のあり方について検討すべきである。 

なお、高齢化社会を支える成年後見制度等の広範な活用が予測されることから、関連す

る税制及び税務上の取扱い等について、継続して見直すことが必要である。 
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４ 源泉所得税にかかる不納付加算税を廃止すること 

（理由及び意見） 

１日遅れただけでも、原則１０％加算、自主納付の場合でも５％加算という加算税が徴

収されるのは、あまりにも懲罰的である。また、源泉所得税のみに適用される規定であり、

他の税目との均衡を失する。 

 

二 所得税法関係 

１ 上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除期間を延長すること（措法３７の１２の２⑥） 

 （理由及び意見） 

その年の前年以前 3年以内の各年において生じた上場株式等に係る譲渡損失の金額は、

その年分の株式等に係る譲渡所得等の金額及び上場株式等に係る配当所得の金額から控除

される。上場株式等に係る譲渡損失は、上場株式等に係る配当所得とのみ損益通算が可能

と限定されている。そこで、譲渡損失はその年の前年以前３年以内を５年以内と期間の延

長を要望する。 

 

２ 土地等の譲渡損失の損益通算及び繰越控除を認めること（所法６９、措法３１、３２） 

（理由及び意見） 

   損益通算制度は、適正な担税力に応じて課税するという課税原則の基本理念を実現する

ための制度であるが、平成１６年度の改正により土地建物等の譲渡損益と他の所得との損

益通算及び譲渡損失の繰越控除制度が廃止され、担税力を失った部分にも課税されること

になった。さらに、この損益通算等の廃止によって、事業運営不振を補てんするため等の

遊休不動産の売却による流動化が阻害され、経済活性化への一層の足かせとなっている。

したがって、土地建物等の譲渡損益は、他の所得との損益通算を認めるべきである。 

 

３ 青色申告の純損失の繰越控除期間を相当期間延長すること（所法７０） 

 （理由及び意見） 

    青色申告法人の欠損金の繰越期間が 9年、増額更正及び減額更正並びに更正の請求に係

る期間が、原則 5年で統一されている。これらの期間と比較し、青色申告者の純損失の繰

越期間が 3年であることは、均衡を失しており、少なくとも 5年に延長すべきである。 

 

４ 不動産所得に係る損益通算制度の特例を廃止すること（措法４１の４）  

 （理由及び意見） 
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    この特例は平成４年より土地価格の高騰を抑えるために導入された制度で、土地下落が

著しい現在では、その制度の存在意義がなく即刻廃止すべきである。支払利子の負担によ

り所得が減少しているにも関わらず、損益通算を認めないのは、担税力からいっても問題

である。平成 10年度の税制改正で、すでに法人税の新規取得土地等に係る負債利子の特

例は廃止されており、法人税との公平性からも廃止すべきである。 

 

５ 準確定申告の申告期限を見直すこと（所法１２４、１２５） 

（理由及び意見） 

準確定申告の申告期限は､相続の開始があったことを知った日の翌日から 4ヶ月以内で

あるが、相続人等が国外など遠隔地に居住することも珍しくなくなっている現状を考慮す

ると、申告期限までの期間が短すぎる。従って、準確定申告の期限を相続開始があったこ

とを知った日の翌日から 8ヶ月以内とすべきである。 

 

６ 事業から対価を受ける親族がある場合の必要経費の特例を廃止すること（所法５６） 

（理由及び意見） 

（１）日本経済を支えるのは中小零細企業であり、個人事業者も多い。その多くが家族

を労働力の担い手としている。 

（２）実際に労働している事実に対する正当な対価を所得税法第３７条の必要経費とし

て認められるものである。 

（３）所得分散による租税回避を防止するという理由は、税務調査等において、他の費

用と同様に必要経費性を否定すればできることであり、前提として所得税法第３７条

の必要経費算入を否定する合理性がない。 

（４）青色申告者に対する優遇制度であると言われてきたが、白色申告者についても一

律に帳簿記帳が課されることとなる状況では青色の特典という意味合いがなくなって

いる。 

 

７ 源泉所得税の納期限を支払月の翌月月末に変更すること（所法１８３） 

（理由及び意見） 

本来、国が行うべき徴収手続きを給与等の支払者に無償で負わせるものであり、しか

も精緻な計算を求めており、事務負担が大きい。月末締めの翌月１０日では時間的に切

迫しており、事務負担が過大である。 
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８ 年末調整制度を廃止し、確定申告を原則にすること 

（所法１８３、１９０、１９４～１９８、１２０、１２１） 

（理由及び意見） 

給与所得者自らの責任において、税額を計算し納税する制度が民主主義的租税制度に適

するものである。「マイナンバー法」により確定申告に必要な情報の多くは名寄せが可能

であり、確定申告の事務負担は格段に軽くすることが可能になる。よって、給与所得者で

も無理なく確定申告ができるように、併せて所得税法をより簡略な制度に改めることによ

り、確定申告を原則化する方向での検討を進めるべきである。これにより給与支払者に対

するプライバシー開示の弊害を回避できるとともに、国民の「納税者意識」を涵養するこ

とができる。 

 

９ 年少扶養親族に対する所得控除を復活させること（所法２条３４号の２、３、所法８４、平

成２２年度所得税法等改正法附則５条） 

（理由及び意見） 

児童手当等の給付は社会保障制度のひとつとして子育て支援が目的である。一方、

所得(扶養)控除制度は、所得税法上の制度であり、社会保障制度が改正されたからと

いって廃止すべきものではない。従って、年少扶養親族に対する所得控除を復活すべ

きである。 

 

10 所得控除における雑損控除の順序を見直すこと（所法８７①） 

 （理由及び意見） 

扶養控除や社会保険料控除等、納税者が負うべき生活の基盤となる人的控除や社会共通

費用とも言うべき諸控除を無視し、雑損控除をまず控除すべきとする必然性は認められな

い。これら担税力の弱体化した今回の東日本大震災のような被災納税者の保護という観点

から、雑損控除の控除順序は最後とすべきであり、控除しきれない雑損控除額は次年度以

降控除額が終了するまでの期間にわたり繰り越しを認めるべきである。 

 

11 寡婦控除及び寡夫控除の適用範囲、適用要件を見直すこと 

（所法２①三十、三十一 所令１１、措法４１の１７、所基通２-４０） 

 （理由及び意見） 

現行の寡婦控除は、民法上の婚姻関係が前提となっているが、婚姻関係のない母子・父

子に対して寡婦控除の適用範囲を拡大すべきである。 
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また、寡婦控除と寡夫控除の適用には、扶養親族の有無・所得制限等に男女差があり、

また男性には特別の寡夫という制度がなく、その範囲及び適用要件を統一すべきである。 

 

12 復興特別所得税を見直すこと（復興財源確保法２８②） 

（理由及び意見） 

復興特別所得税は所得税率を見直すことにより財源を確保した上で、所得税に吸収し、

その一部を復興特別所得税とみなして復興の財源にすべきである。 

 

13 社会保険診療報酬の所得計算の特例を廃止すること（措法２６、６７） 

（理由及び意見） 

立法趣旨として、小規模及び開業早々の医業者の経営安定を図るための暫時税負担を軽

減させる目的があったと思われるが、社会診療報酬は収入単価が決められている(値引きが

ない)、2ヶ月後には支払基金から確実に診療報酬を回収できる(貸し倒れが皆無)等、一般

事業と異なり、そもそもかなり安定した経営状態にあるといえる。そのような立場にある

医業者に対して、さらに同法の概要経費率を用い所得を軽減させることは、税負担の公平

性に欠けるといわざるを得ない。既に制度の目的は達している。農業所得に対する概算計

算も廃止されており、医業にのみ特例を残す必然性はない。 

 

14 医療費控除を廃止することを前提とし適用要件を見直すこと 

（理由及び意見） 

医療費控除は、重大疾病により大手術や長期入院等があった場合、災害と同様に多額の

費用がかかる状況に着目して認められる控除である。しかし、今日では医療保険制度が相

当程度充実し、保険金などで補てんされることも多く、従前と比べてその必要性は小さく

なっている一方、全国的には事務コストは膨大なものとなっている。社会保障制度の全般

的な見直しの際には、医療費控除の廃止も含めた見直しが必要である。 

当面の見直しとして、基礎的人的控除の見直しを前提に、人口一人当たり国民医療費が

30万円を超えている現状において、約 15万円であった昭和 63年に設定された最低基準率

である５％は、比例的に 10％に引き上げるとともに、最低限度額のもう一つの基準値であ

る 10万円についても、人口一人当たり国民医療費水準である 30万円程度にまで引き上げ

るべきである。 

 

15 勤労学生控除の枠を拡大し基準額を引き上げること（所法２、所法８２、所法１２０、所法
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施行令１１） 

（理由及び意見） 

勤労学生控除に該当するのは、学校教育法等に規定する学校の学生であることのほか、

合計所得金額が 65万円以下であり、給与所得等以外の所得が 10万円以下であることが必

要である。合計所得金額が 65万円以下の金額を給与収入でみるならば、給与の年間収入が

130万円以下となり、働きながら大学等に通う学生等の昨今のアルバイト賃金又は給与の状

況からみると決して高い金額とは思われない。現在の社会情勢を鑑み、基準額を引き上げ

るべきである。 

 

16 配偶者（特別）控除を廃止すると同時に、基礎控除を引き上げること（所基通３６-３８の２）  

（理由及び意見） 

    女性の社会進出の阻害要因となっている配偶者（特別）控除を廃止し、基礎控除を引き

上げるべきである。これにより、所得税の「103万円の壁」や社会保険の「130万円の壁」

を排除できるものと考える。 

 

三 法人税法関係 

１ 役員給与損金算入規定等について見直すこと（法法３４） 

（理由及び意見） 

会社法制定により役員報酬の利益処分手続きが廃止され、会計基準の改正により役員賞

与が職務執行の対価と位置付けられるなど、抜本的に見直されたが、法人税法第 34条(役

員給与の損金算入)の規定は、損金の額に算入される役員給与を限定列挙するという形式

になっている。 

役員給与は職務執行の対価であるから、法人税法第22条により原則として損金の額に算

入され、恣意性のあるもの等の課税上弊害があるものについてのみ損金の額に算入しない

のが本来の姿であると考えられる。 

したがって、損金不算入とする役員給与を明示した上で、役員報酬及び賞与について株

主総会等の決議によって事前に確定した金額の範囲までの部分については、経営者のモチ

ベーションを高めるためにも、不相当に高額なものを除き原則として損金の額に算入すべ

きである。 

 

２ 退職給付引当金、賞与引当金の損金算入制度を創設すること（旧法法５４） 

（理由及び意見） 
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    退職給付引当金、賞与引当金は、一般に公正妥当と認める会計基準が支持し、中小企業

会計指針、中小会計要領においてもこれを推進する理念的に適切妥当であるとする根拠を

有するものである。退職給付引当金については、就業規則等に基づく労働法規上も制約拘

束される法的責務として認識するべきものである以上、これを否定することの妥当性は見

出しえず、賞与引当金についても、就業規則等により支給条件が規定されている条件債務

たるべきもの、事業年度末までに支給の明示がなされているものは債務の認識として引当

計上されることは当然であって、損金算入を認めるべきである。 

 

３ 特定同族会社の特別税率の規定を廃止すること（法法６７） 

（理由及び意見） 

現在の内国法人にとって最も必要なことは内部留保を豊にして経営の安定を図ることは

重要である。企業のグローバル化に伴い競争相手が国内外に広まっており、生き残るため

には内部留保は欠くことのできないものであり、この規定は廃止すべきである。 

 

４ 公益法人の収益事業の範囲について見直すこと（法法２①十三、法令５①） 

（理由及び意見） 

普通法人やＮＰＯ法人が介護ｻｰﾋﾞｽ事業を行った場合には法人税が課税されるのである

から、民業圧迫とならないよう、社会福祉法人が行う医療保険業（介護サービス）につい

て従来からの非課税扱いを改正し、収益事業課税を行うことにすべきである。 

また、収益事業に該当する技芸の教授の範囲については法人税法施行令第 5条第 1項 30

号に列挙されているが、近時はこれに列挙されていないものの、収益事業としないことに

疑問がある技芸の教授も行われていると考えられる。現行の法人税法施行令第 5条第 1項

30号が定められた当時と現在とでは社会事情が大きく変化しているのであるから、収益事

業に該当する技芸の教授の範囲も実情に則したものに見直す必要があると考えられる。 

 

５ 民事再生等について債務免除益の課税繰延制度を創設すること 

（理由及び意見） 

    民事再生等における債務免除額が、繰越欠損金の損金算入額及び資産の評価替えによる

評価損の金額を上回り課税所得が発生し企業再生が困難になるおそれがある。企業の再生

を推進させるためにも、このような課税所得については課税の繰り延べを認めるべきであ

る。 
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四 所得税法・法人税法共通関係 

１ 少額減価償却資産の取得価額基準額を引き上げること（法令１３３、所令１３８） 

（理由及び意見） 

少額減価償却資産の損金算入制度における取得価額基準は 10万円未満とされ、20万円 

未満の減価償却資産については３年間にわたって損金算入を行う一括償却資産制度がある。

さらに、中小企業に対しては、平成２６年３月までの間、年間の損金算入金額の上限を 300

万円として取得価額30万円未満の減価償却資産につき取得時に全額損金算入することが認

められている。しかし、税制の簡素化の観点から、これらの制度を統合して少額減価償却

資産の取得価額基準を 30万円未満とすべきである。 

 

２ 電話加入権について減損又は減価償却による損金算入を認めること（所令６、法令１２）                                     

 （理由及び意見） 

    電話加入権は、無形固定資産として取得価額で計上されており、損金算入は認められて

いない。また、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準では、電話加入権は減損会計

の適用対象とされている。よって、電話加入権について減損による損金算入を認めるべき

である。なお、減損処理は、一時に多額の損金算入を認めることとなるため、税収確保の

観点から減損処理又は減価償却制度を適用し、費用配分の方法により損金算入を認めるべ

きである。 

 

３ 雇用促進税制の計画書の提出期限を６ヶ月程度にすること（措法 42の 4、42の 12、措令 27

の 4、27の 12、措規 20の 7、措法 10の 6、42の 12、68の 15の 2）                           

 （理由及び意見） 

    現行は適用年度開始後２ヶ月以内にハローワークに雇用促進計画書等を作成して提出す

ることになっている。２ヵ月以内に限定する特段の理由がなく、期間が短すぎる。 

 

五 相続税法関係 

１ 相続税の課税方式を純粋な遺産取得税方式に改めること 

（相法１１、１５、１６、１７、３４） 

 （理由及び意見） 

遺産取得額が同額であっても、遺産総額や法定相続人数により負担相続税額は異なる

こと、一部相続人に遺産の漏れがあった場合などでもすべての相続人に影響を及ぼすな

ど、合理的ではなく納得しがたい。遺産取得税方式の徹底は、制度採用当時からの社会
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状況の変化などに照らしても納税者の受容度は高いと考えられる。この方式の採用とと

もに相続人個々がその判断、責任のもとに納付方式を選択利用することとして、連帯納

付制度の廃止も要望する。 

 

２ 連帯納付義務の制度を廃止すること（相法３４）  

 （理由及び意見） 

相続税法の改正により納税者の増加、納税額の増加が見込まれるなかで、自らの意思で

連帯保証の責めを負った訳でもないのに、この制度により連帯保証債務を背負う結果とな

ってしまうのは、到底納税者の理解を得られない。よってこの際、この制度は廃止すべき

である。 

 

３ 法定耐用年数を経過した家屋及び敷地(宅地)等の評価減を設けること(財基通８９） 

（理由及び意見） 

現行の家屋の相続税評価額は、固定資産税評価額に 1.0倍をした金額となっている。固

定資産税評価額は法定耐用年数を経過したものであっても、「最終残価率」が再建築価格

の 20％と設定されているため、これを下回る評価額とはならない。 

固定資産税評価額に不服がある場合には審査の申出ができるが、固定資産税の課税のた

めの制度であり、相続という偶発的な場合にはなじまないものと考える。 

そこで、耐用年数を経過した家屋については、経過年数に応じた（５年単位など）減額

措置を設けるべきと考える。また、当該敷地も更地にするためには、家屋の取壊し等の利

用制限があるので減額措置を設けるべきである。 

 

４ 取引相場のない株式等の評価の適正化を図ること 

（理由及び意見） 

取引相場のない株式の評価については、①相続開始前３年以内に取得した土地等と建物

等についても通常の評価とすること、②評価会社が退職給付債務を負っている場合は、一

定額を負債とすること、③土地保有特定会社等の特殊な評価方法を見直すことが必要であ

る。 

取引相場のない株式は、市場性や換価性が乏しいにも関わらず、上場株式と比べ割高な

評価額となっている。このような割高な評価は、同族会社の経営者にとっては深刻な問題

となっており、特に取引相場のない株式以外に相続財産がない場合は納税原資がなく、事

業承継自体が困難になる場合がある。最近の中小企業における経営の承継の円滑化のため
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の施策に合わせて、評価の適正化を図るべきである。 

 

５ 財産評価基準に土砂災害防止法に基づく「土砂災害特別警戒区域」及び「土砂災害警戒区域」

について土地の評価減の基準を明らかにすること 

（理由及び意見） 

近年、豪雨、地震等により甚大な人的被害を伴う土砂災害が頻発し、同法に対する国民

の関心も高まっている。特に、土砂災害特別警戒区域においては、建築物の構造規制、特

定開発行為に関する許可制等の規制がかかり、建築物の移転等の勧告がされる場合もある

ため、土地価格に与える影響は大きく、事実上、売却困難になっている事例も見受けられ

る。しかし、現行の財産評価基準では、こうした実情に対応しうる評価減の基準が存在し

ないため、評価実務における混乱が予測される。よって、早急に新たな評価減の基準を明

示すべきである。 

 

六 消費税法関係 

１ 消費税率は単一税率を維持すること 

（理由及び意見） 

消費税の引き上げに伴ういわゆる逆進性への対応策として軽減税率の導入が検討され 

ているが、軽減税率はその効果が高所得者にも及ぶことや一定の税収確保のためには標

準税率を引き上げるなどの措置を講ずる必要があり、きわめて効率の悪い制度である。 

    逆進性への対応策は、個人所得課税及び社会保障給付を合わせた社会保障と税の一体

改革の中で構築することが適切であり、個人所得課税における所得再分配機能の強化と

番号制度の導入による社会保障給付の一層の効率化・重点化により対処すべきである。 

 

２ 納税義務の免除制度を廃止し、すべての事業者を課税事業者とすること 

  ただし、小規模事業者の申告納税事務負担を考慮し、その課税期間の課税売上高が年間

1,000万円以下の場合は申告不要制度を導入すること（消法２①十四、９） 

 （理由及び意見） 

（１）平成２３年１０月に会計検査院より「消費税の課税期間に係る基準期間がない

法人の納税義務の免除について」報告書が公表され、基準期間により免税事業者を

判定することに対して課税回避行為が行なわれていることが指摘されている。 

（２）消費税の税率の引き上げが必要だとの議論がなされるなかで、基準期間の課税

売上高がいくらであっても消費税の納税義務が生じないことは、著しく公平性を欠
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く。間接税といいながらも、実際は事業者が納税負担をしている面もあり、課税期

間開始時に納税義務の有無を判断する必要はなく、当然ながら課税事業者として認

識し、その課税期間の課税売上高が 1,000万円以下になれば申告不要とする。 

 

３ 消費税の届出書及び申請書の提出期限を見直すこと（消法９④、１９②、３７） 

 （理由及び意見） 

経済環境が短期間に大きく変化する中で、その課税期間の開始前日までに消費税に

関する適切な判断をすることは非常に困難であり、納税額に大きな差異が生じるなど、

事業者に大きな負担を強いている。従って、各種届出書及び承認申請書の提出期限は、

その適用を受けようとする課税期間に係る確定申告書の提出期限までとすべきであ

る。 

 

４ 中間申告を年３回又は年１１回の選択ができるようにすること（消法４２） 

（理由及び意見） 

    滞納防止、税収確保の観点からも、任意の中間申告制度を年１回のみではなく、四半期

又は毎月納付ができる制度にし、事業者の納税機会を増やすべきである。 

 

５ 消費税法に申告期限の延長の特例を設けること（消法４５） 

（理由及び意見） 

    消費税も法人税と同様に株主総会で確定した決算により消費税の申告書を作成し提出す

べきものである。 法人税について、法人税法第７５条の２により確定申告期限の１月間

延長を受けている法人の消費税の確定申告書の提出期限は法人税の申告期限に合わせるべ

きである。 

 

６ 簡易課税制度のみなし仕入率を引き下げ、設備投資に対する別枠での控除を認めること

（消法３７） 

（理由及び意見） 

簡易課税制度は、消費税の創設時に中小事業者の納税事務の負担を軽減する措置として

設けられた制度であるが、みなし仕入率が実際の課税仕入率を上回っていることにより、

いわゆる益税が発生するという問題が指摘されている。しかし、中小個人事業者について

は本則課税制度による仕入税額控除の要件を満たせない場合が現実にあるため、簡易課税

制度は制度として存続させる必要がある。 
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したがって、簡易課税制度のみなし仕入率について、設備投資を考慮しない低いみなし

仕入率とすることにより、簡易課税制度が納付税額の軽減措置ではなく、納税事務負担の

軽減措置であることを明確にすべきである。ただし、一定額以上の設備投資についてはみ

なし仕入率とは別枠での控除を認めることが適当である。 

 

七 その他の国税関係 

１ 印紙税を廃止すること（印紙税法全文） 

（理由及び意見） 

特定文書の作成行為に対して課税されるものであるが、電子商取引が普及し電子決

済が進んでいる今日において、紙の文書には課税し電子文書には課税しないのは不公

平であるので廃止すべきである。 

 

２ 土地及び建物の所有権移転登記の税率を 1,000分の 4に統一すること（登録法９） 

 （理由及び意見） 

    相続以外通常の 1000分の 20という、５倍の税額を納付しなければならない。いくら贈

与税の優遇措置を設けても、登録免許税が軽減されなければ、その効果が低くなるため。 

 

３ 揮発油税及び地方揮発油税（ガソリン税）を廃止すること（揮発油税法９、地方揮発油

税法４） 

（理由及び意見） 

ガソリン税は現在１リットル当たり 53.8円（内暫定税率分 25.1円）の税金が課税

されている。その上消費税もさらに上乗せされている。地方では、自動車は生活必需

品になっているが、自動車購入時に自動車取得税・自動車重量税及び消費税並びに保

有時に自動車税が課税されている。現在、ガソリン価格のうちガソリン税と消費税を

合わせると４割が税金であり、消費税率の引き上げに合わせて廃止すべきである。 

 

八 地方税法関係 

１ 事業税の外形標準課税は中小企業には導入しないこと（地法７２の２） 

（理由及び意見） 

中小企業は大企業と比較すると財務基盤も弱く欠損法人割合も高い。外形標準課税を

中小企業に導入することは、担税力のない欠損法人の経営を圧迫し、さらには中小企業

の雇用確保の問題にも影響を及ぼすことになるため、中小企業に対しては外形標準課税
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を導入すべきではない。 

    なお、形式的な減資により外形標準課税を回避している法人に対しては、資本金等の

額を判定基準とすべきである。 

 

２ 公的年金等について所得税と同様に住民税に申告不要制度を創設すること（地法） 

 （理由及び意見） 

    所得税法では、公的年金等の収入金額が 400万円以下で、公的年金等に係る雑所得以外

の所得が 20万円以下であるときは確定申告が不要になっている。しかし、個人住民税に

は同様の規定は措置されていない。また、所得税においては、給与所得以外の所得が 20

万円以下の少額所得についても確定申告が不要となっている。納税者の便宜、公平性の確

保、徴税コスト削減などの観点から個人住民税においても所得税と同様に申告不要制度を

創設すべきである。 

 

３ 住民税における所得控除金額を所得税における控除額と同額にすること（地法３１４の２①

５～、②他、地法３４） 

 （理由及び意見） 

    住民税における所得控除を所得税と同一にする。人的控除や社会保険料控除が異なる理

由はなく、納税者が理解しやすい制度にすべきである。 

 

４ 個人事業税の事業主控除額及び対象事業を見直すこと（地法７２の４９の１０） 

（理由及び意見） 

個人事業税における事業主控除の制度は、法人事業税とのバランスを考慮して事業 

主の給与相当分には事業税を課するべきでないという趣旨で設けられたものである。し

かし、個人事業税の事業主控除は、平成１１年度の税制改正で 290万円に引き上げられ

たが、その後は据え置かれている。国税庁の「民間給与の実態調査」によると、平成２

３年分の民間給与平均額は 409万円、法人役員の平均給与額は 535万円となっており、

現行の事業主控除額 290万円と比較して大きな開差が生じている。したがって、事業主

控除の趣旨を踏まえ、中小法人の役員給与の水準程度まで引き上げるべきである。また、

個人事業税の課税客体は、物品販売業など３７ 業種を第一種事業(税率 5％)、畜産業な

ど３業種を第二種事業(税率 4％)、医業など３０業種を第三種事業(税率 5％又は 3％)と

して課税され、農業、林業及び鉱物の掘採事業には課税されていない。法人事業との課

税のバランスを図る必要があり、また、個人事業者にも広く一定の負担を求めることが
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適当であることから、課税対象事業を見直すべきである。 

 

５ 事業所税を廃止すること（地法７０１の３０～４５） 

（理由及び意見） 

事業所税は、企業が大都市に集中することにより、インフラ整備等の財政支出を伴うこ

とから創設された。現在、大都市には都市機能が整備され、たとえ多くの事業所が集中し

ても円滑に企業活動ができるようになってきており、また、企業の地方への分散が進み、

事業所税の創設目的はおおむね達成されたといえる。事業所税の課税標準は、床面積(資産

割)と給与総額(従業者割)であるが、資産割は固定資産税及び都市計画税との、従業者割は

法人事業税の外形標準課税との二重課税となっており、課税の合理性を欠くものである。

また、雇用創出や産業育成に貢献する企業誘致等の産業政策上の阻害要因となっていると

の指摘もある。さらに、多くの市町村合併の結果、中小企業等に予定外の税負担を課すこ

ととなった事例も多い。したがって、事業所税は廃止すべきである 

 

６ ゴルフ場利用税を廃止すること。（地法７５） 

 （理由及び意見） 

    現在のゴルフ場の利用料金は高額でなく、この制度ができた当時の状況とは大きくかけ

離れている。消費税増税の時期であり、二重課税の感も高いのでこの際廃止すべきであ

る。 

 

７ 普通徴収の回数を年４回から年８回程度に増やすこと（地法３２０） 

 （理由及び意見） 

    住民税の普通徴収制度における年間の納付回数を増やすことにより、１回当たりの納付

額を減らし、納税者の負担を軽減し納付の利便性を高めるとともに、滞納を防止すること

ができることから納付回数を増やすようにすべきである。 

 

８ 土地家屋の評価証明書の取得を税理士の職権で請求できるようにすること（地法３８２③） 

（理由及び意見） 

相続税等の申告において、戸籍等の請求ができるにもかかわらず土地家屋の評価証明書

が取得できないため、土地家屋の評価に時間がかかる原因になっている。 

 

９ 少額減価償却資産の取得価額基準を引き上げること（地法３４１） 
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 （理由及び意見） 

    償却資産については事務手続きの煩雑さを避けるため、中小企業者の少額減価償却資産

の特例を受けた資産については、国税の減価償却の取扱と同じにし課税対象から除外すべ

きである。 

 

10 事業廃止の個人事業税の申告期限を所得税の申告期限と統一すること（地法７２） 

（理由及び意見） 

事業税の申告期限は原則として所得税と同じであるが、事業主の死亡以外の理由で事業

を廃止した場合の申告期限は事業を廃止した日から１カ月以内である。事業税の課税標準

は、別段の定めがあるものを除き、原則として所得税法の規定により算定することとされ

ており、事業を廃止した日から 1カ月以内で債権・債務を正確に把握して課税標準を算定

することは実務上困難である。 

 

Ⅴ．税務行政に関する建議内容 

１ 税務署に提出した書類の閲覧及び謄写に関する規定を整備すること 

 （理由及び意見） 

    納税者が提出した書類の閲覧及び謄写に関する規定を法定化するとともに、その手

続きを簡素化すべきである。納税者の利便性向上と適正申告のため。 

 

２ e-TAXとｅＬＴＡＸの電子申告・電子納税環境の一層の整備を図ること。 

 （理由及び意見） 

両システムの運用時間、メッセージボックス様式、プレ申告データに関するお知らせ

等の様式統一化、24時間運用化の実現を要望する。ｅＬＴＡＸについては、提出書類や

電子納税の可否ついて、地域差があるため、統一されるように整備されたい。 
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	平成２６年１２月３０日に決定した自由民主党、公明党の平成２７年度税制改正大綱では平成２７年１０月に予定していた消費税率１０％への引き上げを平成２９年４月に延期するとともに軽減税率を導入を目指して具体的な検討を進めることになった。さらに、平成２７年度から法人税改革に着手し課税ベースの拡大等により財源を確保しつつ２７年度において法人実効税率を2.51％引き下げ、さらに平成２８年度以降の税制改正においても20％台まで引き下げることを目指すこととしている。
	平成２７年度においては中小法人への影響に配慮して、大法人を中心に改革が行われるが、平成２８年度以降の税制改正において「減価償却の定額法への一本化」「法人事業税の損金不算入化」「中小法人における軽減税率、欠損金の繰越控除限度、留保金課税、事業税の外形標準課税」などについて検討をすることとされている。
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